
平成19年3月期 中間決算短信（連結）

上 場 会 社 名       株式会社 西日本シティ銀行 上場取引所  東 大 福　　
コ ー ド 番 号       8327 本社所在都道府県　
(URL http：//www．ncbank．co．jp) 福岡県
代    表    者  取締役頭取 久保田 勇夫
問合せ先責任者  執行役員総合企画部長 光富 彰 TEL (092)476-1111

決算取締役会開催日　　 特定取引勘定設置の有無　有
米国会計基準採用の有無     無

１．18年9月中間期の連結業績（平成18年4月1日～平成18年9月30日）
(1)連結経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
18年9月中間期    90,646 （ △ 13.5）    25,212 （   75.1）  14,632 （  211.9）
17年9月中間期   104,736 （   106.3）    14,401 （   89.1）   4,691 （ △ 2.1）
18年3月期   200,230     31,888   12,899

  

円 銭 円 銭
18年9月中間期 19    00 16    54
17年9月中間期 6    78  5    43
18年3月期 17    40 14    79
(注)①持分法投資損益 18年9月中間期      - 百万円  17年9月中間期      - 百万円  18年3月期      - 百万円
    ②期中平均株式数（連結）　 普通株式 18年9月中間期 770,344,351株  17年9月中間期 692,369,744株  18年3月期 692,885,258株

第1回優先株式 18年9月中間期  65,218,579株  17年9月中間期  70,000,000株  18年3月期  70,000,000株
    ③会計処理の方法の変更 無
    ④経常収益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率（17年9月中間期は、旧西日本銀行の16
      年9月中間期実績との増減率を表示）

(2)連結財政状態
１株当たり 連結自己資本比率
純 資 産 （国内基準）(注)③

百万円 百万円 ％ 円　　銭 ％
18年9月中間期 6,915,128 309,760 3.9  295  27 （速報値）9.33    
17年9月中間期 6,758,530 251,464 3.7  262  12 8.64    
18年3月期 6,935,384 262,297 3.8  270  95 8.79    
(注)①期末発行済株式数（連結）　普通株式 18年9月中間期 795,759,061株  17年9月中間期 692,299,486株  18年3月期 706,625,022株

第1回優先株式 18年9月中間期  35,000,000株  17年9月中間期  70,000,000株  18年3月期  70,000,000株
    ②「自己資本比率」は、(中間期末純資産の部合計－中間期末少数株主持分)を中間期末資産の部の合計で除して算出しております。
    ③「連結自己資本比率(国内基準)」は、｢銀行法第14条の2の規定に基づき自己資本比率の基準を定める件(平成5年大蔵省告示第55号)｣
      に基づき算出しております。

(3)連結キャッシュ･フローの状況
現金及び現金同等物
期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
18年9月中間期 97,219 △ 34,661 △ 53,539 256,116
17年9月中間期 128,918 △ 83,675 △ 32,681 311,496
18年3月期 113,891 △ 182,520 16,779 247,096

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数      12社   持分法適用非連結子会社数　     - 社   持分法適用関連会社数　     - 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）      - 社  （除外）    - 社   持分法（新規）     - 社  （除外）　     - 社

２．19年3月期の連結業績予想（平成18年4月1日～平成19年3月31日）
　

百万円 百万円 百万円
通  期 176,800 39,800 22,600

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）       27円  87銭

上記の予想の前提条件その他の関連する事項については､添付資料の6ページをご参照ください。

１株当たり中間
（当期）純利益

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

財 務 活 動 に よ る
キ ャッ シュ ・フ ロー

総 資 産 純 資 産 自己資本比率
(注)②

経 常 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

営 業 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

平成18年11月22日

平成18年11月22日

経 常 収 益 経 常 利 益 中 間（ 当期 ）純 利益
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（ご参考）

『18年9月期の連結業績』指標算式

■1株当たり中間（当期）純利益

■潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益

■1株当たり純資産

『19年3月期の連結業績予想』指標算式

■1株当たり予想当期純利益

※自己株式を除く

普通株式に係る中間（当期）純利益

普通株式の期中平均株式数（連結）※

普通株式に係る中間（当期）純利益＋中間（当期）純利益調整額

予想当期純利益－予想優先株式配当金総額

普通株式の中間期末発行済株式数（連結）※

普通株式の期中平均株式数（連結）※＋潜在株式に係る権利の行使を仮定した普通株式増加数

（中間）期末純資産－（中間）期末少数株主持分－（中間）期末発行済優先株式数×発行価額－優先株式配当金総額

普通株式の（中間）期末発行済株式数（連結）※
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１．企業集団の状況 
                                                

事業内容及び事業系統図 

当行グループ（当行及び当行の関係会社）は、当行及び子会社１２社で構成され、銀行業務を中心に

金融サービスに係る事業を行っております。 

当行グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。 

〔銀行業務〕 

当行の本店ほか国内支店、出張所等においては、預金業務、貸出業務、内国為替業務、外国為替

業務、商品有価証券売買業務、有価証券投資業務、社債受託・登録業務、信託業務及び付帯業務と

して代理業務等を行っております。 

また、株式会社長崎銀行が銀行業務を行っております。 

〔その他の業務〕 

その他の業務として、銀行の従属業務及び金融関連業務を子会社１１社で行っております。 

 

以上を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

 

                      …当行  本店ほか国内支店２０２か店、出張所２５か店、代理店２か所、海外駐在員事

 務所３か所 

 連結子会社１社   

 (株)長崎銀行   本店ほか国内支店３２か店 

 

                            

                           … 連結子会社１１社 

 Nishi-Nippon Preferred Capital(Cayman) Limited （投融資業務） 

 Nishi-Nippon Finance(Cayman) Limited      （    〃    ） 

 ＮＣＢオフィスサービス(株) （人材派遣業務） 

 ＮＣＢビジネスサービス(株) （事務受託業務）  

 ＮＣＢモーゲージサービス(株) （担保不動産調査･評価業務）   

         西銀ターンアラウンド・パートナーズ(株) （債権管理･再生支援業務） 

 シティ・ターンアラウンド・サポート(株) （         〃          ） 

 (株)ＮＣＢ経営情報サービス （経営相談業務等） 

 九州カード(株) （クレジットカード・信用保証業務） 

 ＮＣＢコンピューターサービス(株) （計算受託業務等） 

 西日本信用保証(株) （信用保証業務）          

 

その他の業務 

銀 行 業 務西

日

本

シ

テ

ィ

銀

行
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西日本シティ銀行は、高い志と誇りを持って時代の変化に適応し、お客さまとともに成長する
“九州 No.1”バンクを目指します。 

1. お客さまに一番近い 
お客さまに一番近い銀行として、誠実に対応し、圧倒的に支持される銀行をめざします。 

2. 地域に貢献する 
健全経営を基本に、地域に貢献し、積極的に社会的責任を果たすことで広く信頼される銀行をめざします。 

3. 期待に応える人づくり 
あたたかな心とチャレンジ精神を持ち、自由闊達で積極果敢に行動する人づくりに努めます。 

1. 心がある 
私たちは、いつもお客さまの身になって、丁寧に対応し、真摯にご相談に取り組みます。 

2. 情熱がある 
私たちは、いつもお客さまの声に、熱く行動し、チャレンジし、スピーディにお応えします。 

3. 夢がある 
私たちは、いつもお客さまの期待をこえた、新しく、価値のある提案をお届けします。 

２．経営方針 
 

（１）経営の基本方針 

当行の目指す姿を表現する「経営理念」と、理念を実現するための「行動憲章」を、次のとおり定めて

おります。 

【経営理念】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【行動憲章】 

 

 

 

 

 

 

 

（２）利益配分に関する基本方針 

当行は、銀行業の公共性と経営の健全性維持の観点から、適正な内部留保の充実による財務体質の強化

と株主の皆さまへの安定的な配当の継続実施を基本方針としております。 

 

（３）目標とする経営指標、中長期的な経営戦略 

当行は、経営理念に掲げた『九州№1 バンク』の実現に向けて、４年間（平成 17 年 4 月～平成 21 年 3

月）を計画期間とする中期経営計画「アクティブＮＣＢ」を策定し、本計画に掲げた諸施策に取り組んで

おります。 

①目指す銀行像 

経営理念に掲げた『九州№1バンク』の具現化に向けて、本計画期間における「目指す銀行像」を

次のとおり設定しております。 

【目指す銀行像】 

福岡県内を中心とした九州域内において  
中小企業・個人取引で競合他行に比べ圧倒的優位性を確保し  
九州№ 1 バンクとしての地位・存在感の確立を目指す。  

中小企業・個人取引で九州№1 

“地域の中小企業・個人のお客さまとのお取引”は、地域金融機関にとっての存立基盤であり、当

行はこの分野で圧倒的な九州№1の地位・存在感を確立いたします。 
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②目標とする経営指標 

「アクティブＮＣＢ」において目標とする経営指標として、中小企業・個人取引の規模を表す計数

だけでなく、地域の皆さまにご支持いただくために重要な収益性・効率性を表す計数のほか、企業価

値を表す一つの指標として時価総額を掲げております。 

【目標とする経営指標】 

項 目 経 営 指 標 
目 標 計 数 等 
（平成21 年 3 月期） 

1.顧 客 基 盤 の 拡 大 
中小企業等貸出の残高・先数 
個人ローンの残高 

九州№1 

2.収 益 の 増 加 
コア業務純益 
経 常 利 益 
当 期 純 利 益 

700 億円以上 
500 億円以上 
300 億円以上 

3.ロ ー コ ス ト 化 ＯＨＲ（経費÷コア業務粗利益） 50％程度 

4.健 全 性 の 向 上 再生法開示債権比率  4％程度 

5.資 本 の 充 実 
連結自己資本比率 
 うちTierⅠ比率 
繰延税金資産比率（対 TierⅠ、単体ベース） 

 8％以上 
 6％以上 
10％程度 

6.マーケット評価の向上 
格 付 
時 価 総 額 

地銀上位水準 
九州地銀№1 

③基本施策（アクション・プラン） 

中小企業・個人取引を拡大するとともに、この分野での効率性を向上させリスクを巧くマネジメン

トすることにより、収益性をさらに高めるビジネスモデルを「コア事業モデル」と表現することとし、

「コア事業モデル」の確立に向けて、４つの基本施策（営業施策、効率化施策、リスクマネジメント

施策、グループ経営施策）に取り組んでおります。 

また、「コア事業モデル」を確立するうえでベースとなるべき企業風土を構築するための施策を併

せて展開しております。 

 

（４）対処すべき課題 

金融機関におきましては、主要行の本格的な拡大戦略の展開や地域金融機関の県境を越えた再編の活発

化など、競争環境は激化しており、厳しい状況が続いております。このような環境のなか、当行は、平成

１６年１０月の合併以来、店舗・人員の効率化、不良債権処理の促進、積極的な資本政策の実施など、経

営課題の一つであった効率性と健全性の向上に取り組み、財務内容の改善を着実に実現してまいりました。 

今後も、中期経営計画「アクティブＮＣＢ」に掲げた具体的取り組み策の実践により、一段の経営の合

理化と競争力・収益力の向上に努めるとともに、円滑な資金供給や質の高い金融サービスの提供を通じて、

地域経済の発展に貢献し、お取引先・株主の皆さまをはじめとする様々なステークホルダーから高く評価

される地域金融機関を目指してまいります。 

 

（５）親会社等に関する事項 

当行は親会社等を有していないため、当項目に記載すべき事項はありません。 
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３．経営成績及び財政状態 
 

（１）経営成績 

当上半期のわが国経済は、企業収益の改善を背景とした設備投資や輸出の増加が、個人消費の増加や雇

用情勢の改善へと波及しており、国内民間需要に支えられた景気は堅調に推移いたしました。 

この間、金融界におきましては、経済・物価情勢の改善基調を受けてデフレ脱却に向けた議論が高まり

を見せるなか、本年７月のゼロ金利政策の解除により、短期金融市場に金利水準の調整機能が復活するな

ど、持続的な安定成長を図る取り組みが実施されました。 

このような金融経済環境のなか、当中間連結会計期間の損益状況は次のようになりました。 

経常収益は前年同期比１４０億８９百万円減少し、９０６億４６百万円となりました。一方、経常費用

は引続き経費削減を進めたことに加え、与信費用が大幅に減少したこと等により、前年同期比で２４９億

円減少し、６５４億３４百万円となりました。この結果、経常利益は前年同期比で１０８億１１百万円増

加し、２５２億１２百万円、中間純利益は前年同期比で９９億４０百万円増加し、１４６億３２百万円と

なりました。 

〔通期の見通し〕 

通期の連結業績予想につきましては、中期経営計画「アクティブＮＣＢ」に掲げた諸施策の着実な実践

により、経常利益は３９８億円、当期純利益は２２６億円程度の業績を見込んでおります。 

 

（２）財政状態 

〔主要勘定の状況〕 

主要勘定の中間期末残高につきましては、預金・譲渡性預金は、期中２４６億円増加し５兆９,７２４

億円となりました。一方、貸出金は、法人向けが伸び悩んだことや不良債権の償却・売却によるオフバラ

ンス化を進めたことにより、期中４００億円減少し４兆７，２８６億円となりました。また、有価証券は、

期中２９７億円増加し１兆４，７７２億円となりました。なお、総資産は、期中２０２億円減少し        

６兆９，１５１億円となりました。 

〔キャッシュ・フローの状況〕 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益の計上、預金・譲渡性預金の増加及び

貸出金の減少を主因に、期中で９７２億円の収入超過となりました。投資活動によるキャッシュ・フロー

は、債券等を中心とした新規投資が売却・償還を上回ったことにより、期中で３４６億円の支出超過とな

りました。財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得による支出等により、期中で５３５億

円の支出超過となりました。 

以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は、期中で９０億円増加し、２，５６１億円となりました。 

〔自己資本比率（国内基準）〕  

 平成15年3月期 平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期 平成18年9月期 
連結自己資本比率 8.43％ 8.79％ 8.49％ 8.79％ 9.33％ 

（注）1．連結自己資本比率は、銀行法第14 条の2 の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき算出しております。 

2．平成15 年 3月期及び平成16 年3 月期は、旧西日本銀行の計数を表示しております。 
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（３）事業等のリスク 

当行グループ（当行及び当行の関係会社）の事業等のリスクに関し、投資者の判断に重要な影響を及ぼ

す可能性があると考えられる主な事項を以下に記載しております。当行グループは、これらのリスクの発

生可能性を認識したうえで、発生の予防及び発生した場合の対応に努めております。 

なお、本項における将来に関する事項は、当中間連結会計期間末現在において判断したものであります。 

① 信用リスク 

不良債権 

経済情勢、債務者の経営状況、担保不動産価格の変動等により、当行グループの不良債権及び与信関

連費用が増加するリスク 

貸倒引当金 

担保・保証価値等が、実際の貸倒れ発生時点で貸倒引当金計上時の見積もりと乖離し、追加コストが

発生するリスク、また、特定の債務者に係る経済実体の急激な悪化、経済情勢全般の悪化等により貸

倒引当金の積み増しが発生するリスク 

権利行使 

不動産価格の下落や流動性の欠如、有価証券価格の下落等の事情により、担保権を設定した不動産や

有価証券等の換金、もしくは債務者の保有するこれらの資産に対する強制執行等が不可能となるリス

ク、また、回収の効率、効果その他の観点から、当行グループが債権者として有する法的権利のうち、

一部の行使を留保せざるを得ないリスク 

 

② 市場リスク 

市場性のある株式、債券等の有価証券について、市況の変動による価格の下落や市場金利の上昇による

債券価格の下落等が発生するリスク、また、下落した価格であっても、保有する有価証券の売却を余儀

なくされるリスク 

 

③ 流動性リスク 

財務内容の悪化等により資金繰りに問題が発生するリスクや資金の確保に通常より高い金利での資金

調達を余儀なくされるリスク、また、市場の混乱等による市場取引の中止や、通常より著しく不利な価

格での取引を余儀なくされるリスク 

 

④ 自己資本比率に関するリスク 

当行及び銀行連結子会社の単体自己資本比率または連結自己資本比率が４％以上（国内基準）の水準を

下回った場合、金融庁から業務の全部または一部の停止等を含む様々な命令を受けるリスク 

 

⑤ 退職給付債務 

退職給付債務及び退職給付費用に関し、前提となる割引率や年金資産の期待運用収益率等が実際の結果

と異なる場合、また、今後の割引率や年金資産の運用利回りが変動する場合に負担が増加するリスク 

 

⑥ 公的資金 

「経営の健全化のため計画」の履行状況が不十分な場合、金融庁より業務改善命令等の措置を受けるリ

スク 
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⑦ 外部格付け 

外部格付機関が当行の格付けを引き下げた場合、資本及び資金調達費用が増加するリスク 

 

⑧ システム・事務リスク 

情報処理システムの障害や不正使用による損失の発生、また、事務ミス・不正等による事故の発生によ

り、その後の業務運営に影響を及ぼすリスク 

 

⑨ コンプライアンス・顧客情報漏洩リスク 

法令等遵守状況が不十分であった場合、また、顧客情報の漏洩・紛失等が発生した場合、その後の業務

運営に影響を及ぼすリスク 

 

⑩ 経営リスク 

経営計画等に基づき展開される経営戦略及び新規に立案した経営戦略が奏功しない場合、当初想定した

期待すべき結果が得られないリスク 

 

⑪ その他 

企業経営の前提としての法律、規則、会計基準等様々な規制の改正・変更等により業務遂行に制限が加

わるリスク、その他自然災害、風評による損害の発生等のリスク        
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４．中間連結財務諸表等

第97期中(平成18年9月30日現在)中間連結貸借対照表

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（　資　産　の　部　） （　負　債　の　部　）

現 金 預 け 金 318,409         預 金 5,871,690       

コールローン及び買入手形 5,111           譲 渡 性 預 金 100,740         

買 入 金 銭 債 権 34,342          コールマネー及び売渡手形 59,191          

特 定 取 引 資 産 1,198           債券貸借取引受入担保金 168,038         

金 銭 の 信 託 15,624          借 用 金 77,028          

有 価 証 券 1,477,209       外 国 為 替 86              

貸 出 金 4,728,673       社 債 72,000          

外 国 為 替 1,566           信 託 勘 定 借 6               

そ の 他 資 産 35,118          そ の 他 負 債 46,534          

有 形 固 定 資 産 123,391         退 職 給 付 引 当 金 14,151          

無 形 固 定 資 産 4,699           再評価に係る繰延税金負債 23,854          

繰 延 税 金 資 産 81,546          支 払 承 諾 172,047         

支 払 承 諾 見 返 172,047         負 債 の 部 合 計 6,605,368       

貸 倒 引 当 金 △ 83,175       （　純  資  産　の　部　）

投 資 損 失 引 当 金 △ 634          資 本 金 85,745          

資 本 剰 余 金 90,301          

利 益 剰 余 金 48,340          

自 己 株 式 △ 479          

（ 株 主 資 本 合 計 ） (223,907)        

その他有価証券評価差額金 16,206          

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ 94           

土 地 再 評 価 差 額 金 29,944          

為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 0            

（評価・換算差額等合計） (46,055)         

少 数 株 主 持 分 39,797          

純 資 産 の 部 合 計 309,760         

資 産 の 部 合 計 6,915,128       負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 6,915,128       

- 9 -
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中間連結貸借対照表の注記 

１. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２. 金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して

利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」という。）の取引については、取引の約定時点を基準とし、中間連

結貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上しております。 

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については中間連結決算日の時価により、

先物・オプション取引等の派生商品については中間連結決算日において決済したものとみなした額により行って

おります。 

３. 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、持分法非適用の

非連結子会社・子法人等出資金については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものにつ

いては中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものにつ

いては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額につい

ては、全部純資産直入法により処理しております。 

４. 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価は、

時価法により行っております。 

５. デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。 

６. 当行の有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成 10 年 4 月 1 日以後に取得した建物（建物附属設備

を除く。）については定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。なお、

主な耐用年数は次のとおりであります。 

建           物    ３年～６０年 

動           産    ２年～２０年 

連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定率法に

より償却しております。 

７. 無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当

行並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

８. 株式交付費及び社債発行費は支出時に全額費用として処理しております。 

９. 当行の外貨建資産・負債は、中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

連結される子会社及び子法人等の外貨建資産・負債については、それぞれの中間決算日等の為替相場により換

算しております。 

10. 当行及び主要な連結される子会社の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上し

ております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権及びそ

れと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載さ

れている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額

を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる

債務者（以下、「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証に

よる回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上して

おります。 

破綻懸念先及び下記 24．の貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、

債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、

当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引

当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により引き当てております。また、当該大口債務者のうち、将来

キャッシュ・フローを合理的に見積もることが困難な債務者に対する債権については、個別的に残存期間を算定

し、その残存期間に対応する今後の一定期間における予想損失額を引き当てております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上してお

ります。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資

産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

（注） 
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なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証によ

る回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は        

９７，８４３百万円であります。 

その他の連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して

必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれ

ぞれ引き当てております。 

11. 投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券及びゴルフ会員権等の発行会社の財政状態等を

勘案して必要と認められる額を計上しております。 

12. 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。また、過去

勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

過去勤務債務 その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（３年）による定額法により

損益処理 

数理計算上の差異 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理 

13. 当行並びに国内の連結される子会社及び子法人等のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

14. 当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基

準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 24 号。以下「業種別

監査委員会報告第 24 号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法について

は、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取

引等を一定の残存期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。 

15. 当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨

建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25 号。

以下「業種別監査委員会報告第 25 号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の

方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワップ取引等をヘッジ手

段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを

確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

16. デリバティブ取引のうち内部部門間の内部取引については、ヘッジ手段として指定している為替スワップ取引

等に対して、業種別監査委員会報告第 25 号に基づき、恣意性を排除し厳格なヘッジ運営が可能と認められる対

外カバー取引の基準に準拠した運営を行っているため、当該為替スワップ取引等から生じる収益及び費用は消去

せずに損益認識又は繰延処理を行っております。 

なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

連結される子会社及び子法人等は、うち１社で一部の負債について金利スワップの特例処理を行っております

が、その他の子会社及び子法人等はヘッジ会計を行っておりません。 

17. 当行並びに国内の連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によってお

ります。 

18. 当行の取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額  ９百万円 

19. 関係会社の株式及び出資総額（子会社の株式及び出資を除く）   ３２３百万円 

20. 有形固定資産の減価償却累計額 ７３，９０２百万円 

21. 有形固定資産の圧縮記帳額 ８，７２８百万円 

22. 貸出金のうち、破綻先債権額は２０，０３０百万円、延滞債権額は１６７，０９１百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は

利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除

く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40 年政令第97号）第96 条第 1 項

第 3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ること

を目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 
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23. 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は３２２百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延している貸出金

で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

24. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は９０，５６８百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払

猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及

び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

25. 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は２７８，０１３百万円

であります。 

なお、22．から 25．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

26. 手形割引は、業種別監査委員会報告第 24 号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れ

た商業手形及び買入外国為替は、売却又は再担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その

額面金額は７２，１９０百万円であります。 

27. 担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

現金預け金     ９６百万円 

有価証券 ４０８，１０６百万円 

担保資産に対応する債務 

預金              ９，０８１百万円 
債券貸借取引受入担保金 １６８，０３８百万円 

借用金 ２，６００百万円 

その他の負債 １９９百万円 

有価証券のうち９７，３０９百万円はコールマネーの担保に供しておりますが、当中間連結会計期間末現在に

おける当該担保資産に対応する債務はありません。 

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、現金預け金４百万円、有価証

券１４８，８６１百万円を差し入れております。 

また、その他資産のうち保証金は４，９５２百万円であります。 

28. 土地の再評価に関する法律（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、当行及び主要な連結される子

会社の事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰

延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上し

ております。 

再評価を行った年月日   平成 10年 3 月 31 日 

同法律第3 条第3 項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年 3 月 31 日

公布政令第 119 号）第 2 条第 1 号に定める近隣の地価公

示法（昭和 44 年公布法律第 49 号）及び同条第 4 号に定

める地価税法（平成 3 年法律第 69 号）に基づいて、時点

修正等合理的な調整を行って算出 

29. 借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金１３，５００百

万円が含まれております。 

30. 社債７２，０００百万円は、劣後特約付社債５７，０００百万円及び永久劣後特約付社債１５，０００百万円

であります。 

31. １株当たりの純資産額       ２９５円  ２６銭 

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 4 号平成 14 年 9 月 25 日）

が平成 18 年 1 月 31日付で改正され、会社法施行日以後終了する中間連結会計期間から適用されることになった

ことに伴い、当中間連結会計期間から同適用指針を適用し、１株当たりの純資産額は「繰延ヘッジ損益」を含め

て算出しております。 
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32. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。

これらの契約に係る融資未実行残高は、１，４６０，４１８百万円であります。このうち原契約期間が 1 年以内

のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが１，４４８，１６８百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずし

も当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。

これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行並びに連結さ

れる子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項

が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産･有価証券等の担保を徴求するほか、契約後

も定期的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信

保全上の措置等を講じております。 

33. 「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第 5 号平成 17 年 12 月 9 日）および「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第 8 号平成 17 年 12 月 9

日）が会社法施行日以後終了する中間連結会計期間から適用されることになったこと等から、「銀行法施行規則」

（昭和 57 年大蔵省令第10 号）別紙様式が「無尽業法施行細則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第60 号

平成 18 年 4 月 28 日）により改正され、平成 18 年 4 月 1 日以後開始する事業年度から適用されることになった

ことに伴い、当中間連結会計期間から以下のとおり表示を変更しております。 

(1) 「資本の部」は「純資産の部」とし、株主資本、評価・換算差額等及び少数株主持分に区分のうえ表示し

ております。 

なお、当中間連結会計期間末における従来の「資本の部」に相当する金額は２７０，０５７百万円であ

ります。 

(2) 純額で繰延ヘッジ損失として「その他資産」に含めて表示していたヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、

税効果額を控除のうえ評価・換算差額等の「繰延ヘッジ損益」として相殺表示しております。 

(3) 負債の部の次に表示していた「少数株主持分」は、純資産の部に表示しております。 

(4) 「動産不動産」は、「有形固定資産」、「無形固定資産」または「その他資産」に区分して表示しております。 

(5) 「その他資産」に含めて表示していたソフトウェアは、「無形固定資産」に含めて表示しております。 

(6) 資産の部に独立掲記していた「連結調整勘定」は、「無形固定資産」に含めて表示しております。これに伴

い、連結調整勘定償却は、従来、「経常費用」中「その他経常費用」で処理しておりましたが、当中間連結

会計期間からは無形固定資産償却として「経常費用」中「営業経費」に含めております。 
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     第97期中   中間連結損益計算書

（単位：百万円）

90,646         

69,509         

( う ち 貸 出 金 利 息 ) ( 57,117         )

( う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ) ( 11,949         )

5              

16,346         

115            

558            

4,110          

65,434         

6,912          

( う ち 預 金 利 息 ) ( 2,173          )

5,155          

135            

43,288         

9,942          

25,212         

3,717          

3,819          

25,110         

245            

9,301          

930            

14,632         

特 定 取 引 収 益

役 務 取 引 等 収 益

信 託 報 酬

科 目 金 額

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

特 別 損 失

そ の 他 業 務 費 用

特 別 利 益

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

中 間 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益

少 数 株 主 利 益

平成18年 4月 1日から
平成18年 9月30日まで

- 14 -
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中間連結損益計算書の注記 

１. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２. １株当たり中間純利益金額                １８円  ９９銭 

３. 潜在株式調整後 1 株当たり中間純利益金額 １６円  ５３銭 

４. 特定取引目的の取引については、取引の約定時点を基準とし、当該取引からの損益を中間連結損益計算書上「特

定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。 

特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当中間連結会計期間中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等

については前連結会計年度末と当中間連結会計期間末における評価損益の増減額を、派生商品については前連結

会計年度末と当中間連結会計期間末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。 

５. 「その他経常費用」には、貸出金償却５，０６４百万円、貸倒引当金繰入額１，７７５百万円及び株式等償却

１，３６４百万円を含んでおります。 

６. 特別利益には、償却債権取立益３，６９２百万円を含んでおります。 

７. 特別損失には、減損損失３，３６９百万円を含んでおります。 

８. 当中間連結会計期間において、以下の資産について減損損失を計上しております。 

(減損損失を認識した資産又は資産グループ及び種類毎の減損損失額) 

地域 主な用途 種類 
減損損失額 

（百万円） 

福岡県内 遊休資産等 （  １か所） 土地・建物 １８０ 

福岡県内 廃止予定店舗 （１７か所） 土地・建物 １,５５８ 

福岡県外 遊休資産等 （  １か所） 土地・建物 ８０ 

福岡県外 廃止予定店舗 （  ３か所） 土地・建物 １,５４５ 

福岡県外 営業用店舗 （  １か所） 建物 ３ 

上記の資産は、継続的な地価の下落及び営業利益減少によるキャッシュ・フローの低下等により投資額の回

収が見込めなくなったことに伴い、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（３，３６９

百万円）として特別損失に計上しております。 

(資産グループの概要及びグルーピングの方法) 

資産の区分 資産グループの概要 グルーピング方法 

遊休資産等 店舗・社宅跡地等 各々が独立した資産としてグルーピング 

廃止予定店舗 廃止が機関決定された店

舗等 

廃止後の用途に応じてグルーピング 

営業用店舗 営業の用に供する資産 原則、営業店単位（ただし、連携して営業を行ってい

る営業店グループは当該グループ単位） 

(回収可能価額) 

当中間連結会計期間の減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味売却価額であり、その算定は、主とし

て「不動産鑑定評価基準（国土交通省）」に基づく評価額等より処分費用見込額を控除することにより行ってお

ります。 

 

（注）
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        第97期中 中間連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

新株予約権付社債の転換
剰余金の配当(注)2

持分変動による剰余金増
加

中間純利益
自己株式の取得
自己株式の処分
自己株式の消却
土地再評価差額金取崩額
株主資本以外の項目の中
間連結会計期間中の変動
額（純額）

新株予約権付社債の転換
剰余金の配当(注)2

持分変動による剰余金増
加

中間純利益
自己株式の取得
自己株式の処分
自己株式の消却
土地再評価差額金取崩額
株主資本以外の項目の中
間連結会計期間中の変動
額（純額）

 平成18年 4月 1日から
 平成18年 9月30日まで

      △8,010

          330         7,996

       44,400

      △3,666

            7

       14,632

      △6,395          △94

       39,797       309,760

     △41,222

            4

            -

        1,850

          330

       46,055

      △8,340

       16,206          △94        29,944           △0

      △1,850             0       △8,340

      △6,395          △94       △1,850             0

       54,396        39,466       301,763

少数株主持分 純資産合計評価・換算
差額等合計

評価・換算差額等

為替換算
調整勘定

土地再評
価差額金

繰延ヘッジ
損益

       22,602             -        31,794           △0

        7,266          △54        16,006

       48,340         △479       223,907

       22,227

       85,745

     △13,432

       90,301

        1,850        1,850

            4

     △35,605       △5,557        41,162             -

            0             4

       14,632

     △41,222      △41,222

       14,632

            7            7

      △3,666       △3,666

       22,227        22,172        44,400

その他有価証
券評価差額金

中間連結会計期間末残高

中間連結会計期間中の変動
額合計

中間連結会計期間中の変動
額

直前連結会計年度末残高        63,517

中間連結会計期間末残高

中間連結会計期間中の変動
額合計

中間連結会計期間中の変動
額

直前連結会計年度末残高

株主資本合計

株主資本

      103,733        41,073         △425       207,900

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

- 16 -
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中間連結株主資本等変動計算書の注記 

１． 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２． 平成１８年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

３． 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数は、次のとおりであります。 

（単位：千株） 

 
直前連結会計 

年度末株式数 

当中間連結会計

期間増加株式数 

当中間連結会計

期間減少株式数 

当中間連結会計

期間末株式数 
摘  要 

発行済株式      

普通株式 707,498 89,234 － 796,732 注1 

第１回優先株式 70,000 － 35,000 35,000 注2 

合計 777,498 89,234 35,000 831,732  

自己株式      

普通株式 873 109 9 973 注3 

第１回優先株式 － 35,000 35,000 － 注4 

合計 873 35,109 35,009 973  

注1 発行済株式の普通株式の増加８９，２３４千株は、新株予約権の行使によるものであります。 

注2 発行済株式の第１回優先株式の減少３５,０００千株は、自己株式の消却によるものであります。 

注3 自己株式の普通株式の増加１０９千株は、単元未満株式の買取りによるものであり、減少９千株は、単元

未満株式の買増し請求によるものであります。 

注4 自己株式の第１回優先株式の増加３５，０００千株は、平成 18年 6 月 29 日定時株主総会決議に基づく取

得によるものであり、減少３５，０００千株は、自己株式の消却によるものであります。 

４． 当行の配当については、次のとおりであります。 

当中間連結会計期間中の配当金支払額  

決議 
株式の種類 配当金の総額 

1株当た

りの金額 
基準日 効力発生日 

平成18年 6月 29日 普通株式 2,826百万円 4.0円 平成18年3月31日 平成18年6月30日 

定 時 株 主 総 会 第１回優先株式 840百万円 12.0円 平成18年3月31日 平成18年6月30日 

５． 「株主資本等変動計算書に関する会計基準」（企業会計基準第 6号平成17 年 12 月 27 日）および「株主資本等

変動計算書に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第9 号平成17年 12 月 27 日）が会社法施行日

以後終了する中間連結会計期間から適用されることになったことに伴い、当中間連結会計期間から同会計基準お

よび適用指針を適用し、従来の中間連結剰余金計算書に替えて中間連結株主資本等変動計算書を作成しておりま

す。 

 

 

 

 

 

（注）
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第97期中

（単位：百万円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前中間純利益 25,110              
減価償却費 2,458               
減損損失 3,369               
のれん償却費 150                 
貸倒引当金の増加額 △ 7,521            
投資損失引当金の増加額 8                   
退職給付引当金の増加額 △ 902              
資金運用収益 △ 69,509           
資金調達費用 6,912               
有価証券関係損益（△） △ 825              
金銭の信託の運用損益（△） 586                 
為替差損益（△） △ 207              
固定資産処分損益（△） 335                 
特定取引資産の純増（△）減 256                 
貸出金の純増（△）減 40,033              
預金の純増減（△） △ 61,149           
譲渡性預金の純増減（△） 85,819              
借用金(劣後特約付借入金を除く)の純増減（△） 49,796              
預け金(日銀預け金を除く)の純増（△）減 6,630               
コールローン等の純増（△）減 3,279               
コールマネー等の純増減（△） △ 70,399           
債券貸借取引受入担保金の純増減（△） 20,444              
外国為替(資産)の純増（△）減 3                   
外国為替(負債)の純増減（△） △ 69               
資金運用による収入 68,298              
資金調達による支出 △ 6,523            
その他 1,294               
     小   計 97,680              
法人税等の支払額 △ 460              
営業活動によるキャッシュ・フロー 97,219              

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ 158,949          
有価証券の売却による収入 50,826              
有価証券の償還による収入 71,240              
金銭の信託の増加による支出 △ 16,000           
金銭の信託の減少による収入 19,789              
有形固定資産の取得による支出 △ 1,985            
有形固定資産の売却による収入 420                 
子会社株式の取得による支出 △ 4                
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 34,661           

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
劣後特約付借入による収入 3,000               
劣後特約付借入金の返済による支出 △ 4,000            
劣後特約付社債・新株予約権付社債の償還による支出 △ 7,300            
配当金支払額 △ 3,666            
少数株主への配当金支払額 △ 410              
自己株式の取得による支出 △ 41,222           
自己株式の売却による収入 4                   
子会社による当該会社の自己株式の処分による収入 54                  
財務活動によるキャッシュ･フロー △ 53,539           

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 1                   
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 9,019               
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 247,096             
Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末残高 256,116             

（注）1．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

      2．「現金及び現金同等物」は中間連結貸借対照表上の「現金預け金」のうち現金及び日本銀行への

         預け金であります。

      中間連結キャッシュ・フロー計算書

科 目 金 額

  平成18年 4月 1日から
  平成18年 9月30日まで
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株式会社  西日本シティ銀行

（単位：百万円）

科 目

（ 資 産 の 部 ）
現 金 預 け 金 318,409    361,461    △ 43,052  316,019    2,390      
コールローン 及び 買入 手形 5,111      10,997     △ 5,886   8,254      △ 3,143   
買 入 金 銭 債 権 34,342     33,527     815        34,457     △ 115     
特 定 取 引 資 産 1,198      1,483      △ 285     1,454      △ 256     
金 銭 の 信 託 15,624     16,874     △ 1,250   20,000     △ 4,376   
有 価 証 券 1,477,209  1,346,023  131,186    1,447,440  29,769     
貸 出 金 4,728,673  4,700,301  28,372     4,768,704  △ 40,031  
外 国 為 替 1,566      1,809      △ 243     1,554      12         
そ の 他 資 産 35,118     44,707     △ 9,589   31,371     3,747      
動 産 不 動 産 －         140,550    △ 140,550 133,349    △ 133,349 
有 形 固 定 資 産 123,391    －         123,391    －         123,391    
無 形 固 定 資 産 4,699      －         4,699      －         4,699      
繰 延 税 金 資 産 81,546     92,672     △ 11,126  87,591     △ 6,045   
連 結 調 整 勘 定 －         1,203      △ 1,203   1,052      △ 1,052   
支 払 承 諾 見 返 172,047    106,081    65,966     177,070    △ 5,023   
貸 倒 引 当 金 △ 83,175  △ 98,424  15,249     △ 92,310  9,135      
投 資 損 失 引 当 金 △ 634     △ 740     106        △ 625     △ 9       
資 産 の 部 合 計 6,915,128  6,758,530  156,598    6,935,384  △ 20,256  
（ 負 債 の 部 ）
預 金 5,871,690  5,978,868  △ 107,178 5,932,811  △ 61,121  
譲 渡 性 預 金 100,740    76,866     23,874     14,921     85,819     
コールマネー 及び 売渡 手形 59,191     28,603     30,588     129,451    △ 70,260  
債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 168,038    67,314     100,724    147,251    20,787     
借 用 金 77,028     35,898     41,130     28,231     48,797     
外 国 為 替 86         95         △ 9       155        △ 69      
社 債 72,000     72,000     －         72,000     －         
新 株 予 約 権 付 社 債 －         －         －         51,700     △ 51,700  
信 託 勘 定 借 6          6          △ 0       5          1          
そ の 他 負 債 46,534     61,836     △ 15,302  39,850     6,684      
退 職 給 付 引 当 金 14,151     15,516     △ 1,365   15,054     △ 903     
再評価に係る 繰延 税金 負債 23,854     24,745     △ 891     25,117     △ 1,263   
支 払 承 諾 172,047    106,081    65,966     177,070    △ 5,023   
負 債 の 部 合 計 6,605,368  6,467,834  137,534    6,633,621  △ 28,253  
（ 少 数 株 主 持 分 ）
少 数 株 主 持 分 －         39,232     －         39,466     －         
（ 資 本 の 部 ）
資 本 金 －         59,364     －         63,517     －         
資 本 剰 余 金 －         99,586     －         103,733    －         
利 益 剰 余 金 －         30,777     －         41,073     －         
土 地 再 評 価 差 額 金 －         35,698     －         31,794     －         
その他有価証 券評 価差 額金 －         26,331     －         22,602     －         
為 替 換 算 調 整 勘 定 －         △ 0       －         △ 0       －         
自 己 株 式 －         △ 294     －         △ 425     －         
資 本 の 部 合 計 －         251,464    －         262,297    －         
負債、少数株主持分及び資本の部合計 －         6,758,530  －         6,935,384  －         
（ 純 資 産 の 部 ）
資 本 金 85,745     －         －         －         －         
資 本 剰 余 金 90,301     －         －         －         －         
利 益 剰 余 金 48,340     －         －         －         －         
自 己 株 式 △ 479     －         －         －         －         
（ 株 主 資 本 合 計 ） (223,907)   －         －         －         －         
その他有価証 券評 価差 額金 16,206     －         －         －         －         
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ 94      －         －         －         －         
土 地 再 評 価 差 額 金 29,944     －         －         －         －         
為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 0       －         －         －         －         
（評価・換算 差額 等合 計） (46,055)    －         －         －         －         
少 数 株 主 持 分 39,797     －         －         －         －         
純 資 産 の 部 合 計 309,760    －         －         －         －         
負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 6,915,128  －         －         －         －         
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

比較中間連結貸借対照表

平成18年
中間期末(Ａ)

平成17年
中間期末(Ｂ)

比   較
(Ａ－Ｂ)

平成17年度末
（要約）(Ｃ)

比 　較
(Ａ－Ｃ)
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株式会社  西日本シティ銀行

（単位：百万円）

90,646    104,736   △ 14,090 200,230   

69,509    68,711    798       137,110   

( 57,117    ) ( 60,259    ) ( △ 3,142  ) ( 118,420   )

( 11,949    ) ( 8,225     ) ( 3,724     ) ( 18,064    )

5         4         1         9         

16,346    16,127    219       33,474    

115       13        102       60        

558       10,302    △ 9,744  10,773    

4,110     9,576     △ 5,466  18,802    

65,434    90,335    △ 24,901 168,342   

6,912     6,106     806       12,423    

( 2,173     ) ( 1,748     ) ( 425       ) ( 3,145     )

5,155     6,804     △ 1,649  11,507    

135       1,788     △ 1,653  4,039     

43,288    44,296    △ 1,008  88,771    

9,942     31,338    △ 21,396 51,599    

25,212    14,401    10,811    31,888    

3,717     735       2,982     2,857     

3,819     4,373     △ 554    9,115     

25,110    10,762    14,348    25,630    

245       377       △ 132    621       

9,301     4,981     4,320     10,835    

930       710       220       1,274     

14,632    4,691     9,941     12,899    

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

経 常 利 益

特 別 利 益

少 数 株 主 利 益

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

特 別 損 失

税金等調整前中間（当期）純利益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

( う ち 預 金 利 息 )

信 託 報 酬

役 務 取 引 等 収 益

特 定 取 引 収 益

そ の 他 業 務 収 益

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

( う ち 貸 出 金 利 息 )

( う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 )

比較中間連結損益計算書

科 目 平成18年
中間期(Ａ)

平成17年
中間期(Ｂ)

比    較
（Ａ－Ｂ）

平成17年度
(要　約)
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株式会社  西日本シティ銀行

（単位：百万円）

99,586               99,586               

－                   4,146                

新 株 予 約 権 付 社 債 の 転 換
に よ る 資 本 剰 余 金 増 加 高 －                   4,146                

－                   －                   

99,586               103,733              

27,852               27,852               

6,964                17,276               

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 4,691                12,899               

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 862                  2,967                

連結子会社合併に伴う利益剰余金増加高 1,410                1,410                

4,039                4,055                

配 当 金 3,609                3,609                

持 分 変 動 に 伴 う 利 益 剰 余 金 減 少 高 429                  445                  

30,777               41,073               

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（中間）連結剰余金計算書

科 目 平成17年中間期 平成17年度

(資本剰余金の部)

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

資 本 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金 中 間 期 末 ( 期 末 ) 残 高

資 本 剰 余 金 中 間 期 末 ( 期 末 ) 残 高

(利益剰余金の部)

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高
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 （単位：百万円）
平成18年
中間期(Ａ)

平成17年
中間期(Ｂ)

比  較
（Ａ－Ｂ） 平成17年度

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前中間(当期)純利益 25,110     10,762     14,348     25,630     
減価償却費 2,458      2,949      △ 491     5,912      
減損損失 3,369      2,509      860        5,698      
連結調整勘定償却額 －         169        △ 169     321        
のれん償却費 150        －         150        －         
貸倒引当金の増加額 △ 7,521   △ 11,893  4,372      △ 18,007  
投資損失引当金の増加額 8          155        △ 147     40         
退職給付引当金の増加額 △ 902     △ 440     △ 462     △ 902     
資金運用収益 △ 69,509  △ 68,711  △ 798     △ 137,110 
資金調達費用 6,912      6,106      806        12,423     
有価証券関係損益（△） △ 825     △ 6,090   5,265      △ 9,762   
金銭の信託の運用損益（△） 586        △ 924     1,510      △ 1,943   
為替差損益（△） △ 207     △ 266     59         △ 535     
動産不動産処分損益（△） －         364        △ 364     1,040      
固定資産処分損益（△） 335        －         335        －         
特定取引資産の純増（△）減 256        67         189        97         
貸出金の純増（△）減 40,033     110,551    △ 70,518  42,170     
預金の純増減（△） △ 61,149  △ 40,491  △ 20,658  △ 86,877  
譲渡性預金の純増減（△） 85,819     69,070     16,749     7,125      
借用金(劣後特約付借入金を除く)の純増減（△） 49,796     △ 2,098   51,894     234        
預け金(日銀預け金を除く)の純増（△）減 6,630      7,133      △ 503     △ 11,825  
コールローン等の純増（△）減 3,279      △ 23,468  26,747     △ 21,537  
コールマネー等の純増減（△） △ 70,399  3,420      △ 73,819  103,314    
債券貸借取引受入担保金の純増減（△） 20,444     11,793     8,651      90,929     
外国為替(資産)の純増（△）減 3          421        △ 418     739        
外国為替(負債)の純増減（△） △ 69      4          △ 73      63         
資金運用による収入 68,298     68,733     △ 435     136,301    
資金調達による支出 △ 6,523   △ 10,506  3,983      △ 18,279  
その他 1,294      84         1,210      △ 10,724  
     小   計 97,680     129,408    △ 31,728  114,537    
法人税等の支払額 △ 460     △ 490     30         △ 645     
営業活動によるキャッシュ・フロー 97,219     128,918    △ 31,699  113,891    

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ 158,949 △ 374,163 215,214    △ 647,490 
有価証券の売却による収入 50,826     258,503    △ 207,677 376,849    
有価証券の償還による収入 71,240     29,462     41,778     86,759     
金銭の信託の増加による支出 △ 16,000  －         △ 16,000  △ 4,000   
金銭の信託の減少による収入 19,789     2,049      17,740     3,943      
動産不動産の取得による支出 －         △ 1,799   1,799      △ 3,117   
有形固定資産の取得による支出 △ 1,985   －         △ 1,985   －         
動産不動産の売却による収入 －         1,162      △ 1,162   3,424      
有形固定資産の売却による収入 420        －         420        －         
子会社株式の取得による収入 △ 4       △ 123     119        △ 123     
子会社株式の売却による収入 －         1,233      △ 1,233   1,233      
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 34,661  △ 83,675  49,014     △ 182,520 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー
劣後特約付借入による収入 3,000      －         3,000      －         
劣後特約付借入金の返済による支出 △ 4,000   △ 38,600  34,600     △ 48,600  
劣後特約付社債･新株予約権付社債の発行による収入 －         10,000     △ 10,000  70,000     
劣後特約付社債･新株予約権付社債の償還による支出 △ 7,300   －         △ 7,300   －         
配当金支払額 △ 3,666   △ 3,609   △ 57      △ 3,609   
少数株主への配当金支払額 △ 410     △ 404     △ 6       △ 812     
自己株式の取得による支出 △ 41,222  △ 67      △ 41,155  △ 197     
自己株式の売却による収入 4          －         4          －         
子会社による当該会社の自己株式の処分による収入 54         －         54         －         
財務活動によるキャッシュ･フロー △ 53,539  △ 32,681  △ 20,858  16,779     

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 1          12         △ 11      21         
Ⅴ現金及び現金同等物の増加額 9,019      12,573     △ 3,554   △ 51,827  
Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 247,096    298,923    △ 51,827  298,923    
Ⅶ現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 256,116    311,496    △ 55,380  247,096    

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

比較中間連結キャッシュ・フロー計算書

科 目
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中間連結財務諸表作成の基本となる事項 
 
 
１． 連結の範囲に関する事項 
（1） 連結される子会社及び子法人等              １２社 
会社名 
株式会社長崎銀行 
Nishi-Nippon Finance (Cayman) Limited 
Nishi-Nippon Preferred Capital (Cayman) Limited 
ＮＣＢオフィスサービス株式会社 

ＮＣＢビジネスサービス株式会社 
ＮＣＢモーゲージサービス株式会社 
西銀ターンアラウンド・パートナーズ株式会社 
シティ・ターンアラウンド・サポート株式会社 

株式会社ＮＣＢ経営情報サービス 
九州カード株式会社 
ＮＣＢコンピューターサービス株式会社 
西日本信用保証株式会社 

 
（2） 非連結の子会社及び子法人等 
西日本チャレンジ投資事業有限責任組合１号 

非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、中間純損益（持分に見合う額）、

利益剰余金（持分に見合う額）及び繰延ヘッジ損益（持分に見合う額）等からみて、連結の
範囲から除いても企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度

に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。 
 

２． 持分法の適用に関する事項 
持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等 

西日本チャレンジ投資事業有限責任組合１号 

持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等は、中間純損益（持分に見合う額）、利益剰

余金（持分に見合う額）及び繰延ヘッジ損益（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から
除いても中間連結財務諸表に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いております。 

 
３． 連結される子会社及び子法人等の中間決算日等に関する事項 

（1） 連結される子会社及び子法人等の中間決算日は次のとおりであります。 
９月末日                   １２社 
 

（2） 連結される子会社及び子法人等は、それぞれの中間決算日の財務諸表により連結しておりま

す。 
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５．セグメント情報 
 
１． 事業の種類別セグメント情報 

Ⅰ 当中間連結会計期間（自平成18年 4月１日至平成 18年 9月 30日） 
（単位：百万円） 

    

  銀行業務 その他の業務 
計 相殺消去 連 結 

Ⅰ．経常収益及び経常損益      

経  常  収  益      

 外部顧客に対する経常収益 86,150 4,496 90,646 － 90,646 

 ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ 間の内部経常収益 330 5,682 6,012  （   6,012） － 

 計 86,481 10,178 96,659  （   6,012） 90,646 

経  常  費  用 62,709 8,663 71,372  （    5,937） 65,434 

経  常  利  益 23,772 1,515 25,287  （       75） 25,212 

 

Ⅱ 前中間連結会計期間（自平成17月 4月１日至平成 17年 9月 30日） 
（単位：百万円） 

     

  銀行業務 
債権管理・ 

再生支援業務 
その他の業務 

計 相殺消去 連 結 

Ⅰ．経常収益及び経常損益       

経  常  収  益       

 外部顧客に対する経常収益 99,920 370 4,446 104,736 － 104,736 

 ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ 間の内部経常収益 1,241 0 6,380 7,621  （   7,621） － 

 計 101,161 370 10,826 112,358  （   7,621） 104,736 

経  常  費  用 87,189 1,913 9,421 98,524  （    8,188） 90,335 

経  常  利  益 13,972 △ 1,543 1,405 13,834  566  14,401 

 

Ⅲ 前連結会計年度（自平成 17年 4月１日至平成 18年 3月 31日） 
（単位：百万円） 

     

  銀行業務 
債権管理・ 

再生支援業務 
その他の業務 

計 相殺消去 連 結 

Ⅰ．経常収益及び経常損益       

経  常  収  益       

 外部顧客に対する経常収益 190,535 623 9,071 200,230 － 200,230 

 ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ 間の内部経常収益 1,629 10 12,383 14,023  （  14,023） － 

 計 192,165 634 21,455 214,254  （  14,023） 200,230 

経  常  費  用 161,413 3,650 18,961 184,025  （  15,682） 168,342 

経  常  利  益 30,751 △ 3,015 2,493 30,229 1,658  31,888 

1． 一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 

2． 事業区分は、連結会社の事業の内容により銀行業務、債権管理・再生支援業務及びその他の業務に区分しております。 

3． 各事業区分の主な事業内容 

(1) 銀行業務･････････････････銀行業 

(2) 債権管理・再生支援業務････債権管理・再生支援業 

(3) その他の業務･････････････事務受託、人材派遣、担保不動産調査・評価、証券、信用保証、クレジットカード、計算受託業等 

4． 「債権管理・再生支援業務」は、いずれの項目も全セグメントの10％未満となったため、当中間連結会計期間は「その他の業務」

に含めて計上しております。 

 

２． 所在地別セグメント情報 
全セグメントの経常収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合がいずれ
も 90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 
 

３． 国際業務経常収益 
国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。 

（注）
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６．リース取引 
 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。 

 

７．有価証券 
 
（有価証券関係） 
 
Ⅰ 当中間連結会計期間末（平成18年 9月 30日現在） 
 
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

（単位：百万円） 
当中間連結会計期間末 
（平成18 年 9月 30 日現在）   

  

期別 
 

種類 中間連結貸借 
対照表計上額 時価 差額 

  

国債 10,000 9,915 △ 85   

その他 31,000 30,595 △ 404   

外国債券 31,000 30,595 △ 404   

合計 41,000 40,510 △ 489   

時価は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。 
 

２．その他有価証券で時価のあるもの 
（単位：百万円） 

当中間連結会計期間末 
（平成18 年 9月 30 日現在）   

  

期別 
 

種類 取得原価 中間連結貸借 
対照表計上額 評価差額 

  

株式 98,825 138,171 39,345   

債券 980,576 965,988 △ 14,588   

国債 612,701 602,208 △ 10,493   

地方債 48,370 47,344 △ 1,025   

社債 319,504 316,435 △ 3,069   

その他 280,457 281,971 1,517   

外国債券 214,216 212,371 △ 1,841   

その他 66,240 69,600 3,359   

合計 1,359,859 1,386,131 26,275   

1. 中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上したもの
であります。 

2. 上記の評価差額には、複合金融商品の評価差額として損益に計上した評価差額（損）3 百万円は含まれており
ません。 

 
３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

（単位：百万円） 

  当中間連結会計期間末 
（平成18 年 9月 30 日現在） 

その他有価証券  

非上場株式 17,670 

非公募事業債 28,328 

その他 3,755 

 
 

(注) 

(注) 
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Ⅱ 前中間連結会計期間末（平成17年 9月 30日現在） 
 
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

（単位：百万円） 
前中間連結会計期間末 
（平成17 年 9月 30 日現在） 

 

期別 
 

種類 中間連結貸借 
対照表計上額 時価 差額 

うち益 うち損 

国債 10,000 10,008 7 7 － 

その他 5,000 4,990 △ 9 － 9 

合計 15,000 14,998 △ 1 7 9 

1. 時価は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。 
2. 「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 
 

２．その他有価証券で時価のあるもの 
（単位：百万円） 

前中間連結会計期間末 
（平成17 年 9月 30 日現在） 

 

期別 
 

種類 取得原価 中間連結貸借 
対照表計上額 評価差額 

うち益 うち損 

株式 93,418 138,382 44,964 46,106 1,142 

債券 859,302 854,987 △ 4,315 1,010 5,325 

国債 614,022 610,954 △ 3,067 699 3,767 

地方債 34,799 34,271 △ 528 37 565 

社債 210,481 209,761 △ 719 273 993 

その他 290,249 292,807 2,559 5,110 2,550 

合計 1,242,970 1,286,176 43,208 52,227 9,018 

1. 中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上したもの
であります。 

2. 「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 
3. 上記の評価差額には、複合金融商品の評価差額として損益に計上した評価差額（損）2 百万円は含まれており
ません。 

 
３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

（単位：百万円） 

  前中間連結会計期間末 
（平成17 年 9月 30 日現在） 

その他有価証券  

非上場株式 14,694 

非公募事業債 24,954 

その他 5,197 

 

(注) 

(注) 
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Ⅲ 前連結会計年度末（平成 18年 3月 31日現在） 
 
１．売買目的有価証券 

（単位：百万円） 

 前連結会計年度末 
（平成18 年 3月 31 日現在） 

 連結貸借対照表計上額 当連結会計年度の損益に含まれた評価差額 

売買目的有価証券 1,454 △ 12 

 
２．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

（単位：百万円） 
前連結会計年度末 

（平成18 年 3月 31 日現在） 
 

期別 
 

種類 連結貸借対 
照表計上額 時価 差額 

うち益 うち損 

国債 10,000 9,746 △ 254 － 254 

その他 30,000 28,779 △ 1,220 0 1,220 

外国債券 30,000 28,779 △ 1,220 0 1,220 

合計 40,000 38,525 △ 1,474 0 1,474 

1. 時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。 
2. 「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 
 

３．その他有価証券で時価のあるもの 
（単位：百万円） 

前連結会計年度末 
（平成18 年 3月 31 日現在） 

 
期別 
 

種類 取得原価 連結貸借対 
照表計上額 評価差額 

うち益 うち損 

株式 98,751 156,947 58,195 58,806 611 

債券 931,273 908,955 △ 22,317 169 22,487 

国債 613,497 596,647 △ 16,850 73 16,924 

地方債 40,063 38,815 △ 1,247 9 1,256 

社債 277,711 273,492 △ 4,219 86 4,305 

その他 292,849 294,322 1,480 6,198 4,718 

外国債券 233,156 229,977 △ 3,171 1,101 4,273 

その他 59,692 64,344 4,651 5,096 445 

合計 1,322,874 1,360,226 37,358 65,175 27,816 

1. 連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものでありま
す。 

2. 「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 
3. 上記の評価差額には、複合金融商品の評価差額として損益に計上した評価差額（損）6 百万円は含まれており
ません。 

 
４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。 
 
５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

（単位：百万円） 

 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

その他有価証券 375,311 15,110 3,903 

 
 
 
 
 
 

(注) 

(注) 
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６．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 
（単位：百万円） 

  前連結会計年度末 
（平成18 年 3月 31 日現在） 

その他有価証券  

非上場株式 14,769 

非公募事業債 27,229 

その他 4,891 

 
７．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還預定額 

（単位：百万円） 
前連結会計年度末 

（平成18 年 3月 31 日現在）  
1 年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10年以内 10 年超 

債券 62,590 461,236 286,592 134,328 

国債 42,666 281,999 154,946 127,034 

地方債 1,281 21,149 16,384 － 

社債 18,642 158,087 115,260 7,293 

その他 6,436 95,441 137,960 61,323 

外国債券 4,377 86,143 121,181 44,328 

その他 2,059 9,297 16,778 16,994 

合計 69,026 556,677 424,552 195,652 

 
 
 (金銭の信託関係) 
 
Ⅰ 当中間連結会計期間末（平成18年 9月 30日現在） 
 
１．満期保有目的の金銭の信託 
 
該当ありません。 
 
２．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外） 
 
該当ありません。 
 

Ⅱ 前中間連結会計期間末（平成17年 9月 30日現在） 
 
１．満期保有目的の金銭の信託 
 
該当ありません。 
 
２．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外） 
 
該当ありません。 

 
Ⅲ 前連結会計年度末（平成 18年 3月 31日現在） 
 
１．運用目的の金銭の信託 

（単位：百万円） 

 前連結会計年度末 
（平成18 年 3月 31 日現在） 

 連結貸借対照表計上額 当連結会計年度の損益に含まれた評価差額 

運用目的の金銭の信託 20,000 233 
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２．満期保有目的の金銭の信託 
 
該当ありません。 
 
３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外） 
 
該当ありません。 
 
 

（その他有価証券評価差額金） 
 
(中間)連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 
 

（単位：百万円） 

 
当中間連結会計期間末 
(平成18年9月 30日現在) 

前中間連結会計期間末 
(平成17年9月 30日現在) 

前連結会計年度末 
(平成18年3月31日現在) 

評価差額 26,275 43,208 37,358 

 その他有価証券    26,275 43,208 37,358 

（△）繰延税金負債 10,038 16,693 14,493 

その他有価証券評価差額金 
（持分相当額調整前） 16,237 26,514 22,864 

（△）少数株主持分相当額 31 183 262 

その他有価証券評価差額金 16,206 26,331 22,602 

 

８．デリバティブ取引 
 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。 



平成19年3月期 個別中間財務諸表の概要    平成18年11月22日

上 場 会 社 名    株式会社 西日本シティ銀行    上場取引所  東 大 福　　
コ ー ド 番 号    8327      本社所在都道府県　
(URL http：//www．ncbank．co．jp) 福岡県
代    表    者  取締役頭取    久保田 勇夫
問合せ先責任者 執行役員総合企画部長  光富 彰 TEL (092)476-1111

決算取締役会開催日　 平成18年11月22日 配当支払開始日　平成－年－月－日
単元株制度採用の有無　 有(１単元　1,000株)

１．18年9月中間期の業績（平成18年4月1日～平成18年9月30日）

(1)経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

％ 百万円 ％ 百万円 ％
18年9月中間期 （ △ 14.0 ）   23,409     （    76.7 ）   11,477     （   157.3 ）   
17年9月中間期 （    99.7 ）   13,250     （    76.4 ）   4,460     （  △ 1.0 ）   
18年3月期 30,253     12,694     

円 銭 円 銭
18年9月中間期 14   90   12   97   
17年9月中間期 6   44   5   17   
18年3月期 17   11   14   56   
(注)①期中平均株式数 普通株式 18年9月中間期 770,344,351株  17年9月中間期 692,369,744株  18年3月期 692,885,258株

第1回優先株式 18年9月中間期  65,218,579株  17年9月中間期  70,000,000株  18年3月期  70,000,000株
    ②会計処理の方法の変更 無
    ③経常収益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率（17年9月中間期は、旧西日本銀
      行の16年9月中間期実績との増減率を表示）

(2)財政状態
１ 株 当 た り 単体自己資本比率
純 資 産 （国内基準）(注)④

百万円 百万円 ％ 円   銭 ％
18年9月中間期 266,513 4.1 290   93  (速報値)8.96  
17年9月中間期 250,680 3.9 260   99  8.34  
18年3月期 261,829 4.0 270   28  8.50  
(注)①期末発行済株式数　普通株式 18年9月中間期 795,759,061株  17年9月中間期 692,299,486株  18年3月期 706,625,022株

第1回優先株式 18年9月中間期  35,000,000株  17年9月中間期  70,000,000株  18年3月期  70,000,000株
 　 ②期末自己株式数　　 18年9月中間期     973,491株  17年9月中間期     677,719株  18年3月期     873,192株
    ③「自己資本比率」は、中間期末純資産の部合計を中間期末資産の部の合計で除して算出しております。
    ④「単体自己資本比率(国内基準)」は、「銀行法第14条の2の規定に基づき自己資本比率の基準を定める件(平成5年大蔵省告示第
      55号)」に基づき算出しております。

２．19年3月期の業績予想（平成18年4月1日～平成19年3月31日）

百万円 百万円 百万円
通  期

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）        25円  23銭

３．配当状況
 ・現金配当

期末 年間
18年3月期 4.00 4.00
19年3月期(実績) －
19年3月期(予想) 4.00
(注)上記配当金は普通株式に対するものであり、優先株式については次ページをご参照ください。

上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の6ページをご参照ください。

183,689     

１株当たり中間(当期)純利益

－
－

中間期末

総 資 産

6,559,522
6,481,672
6,581,918

経 常 利 益 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

純 資 産 自己資本比率
(注)③

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

経 常 収 益

百万円
82,821     
96,286     

経 常 利 益経 常 収 益 当 期 純 利 益

20,500161,900 39,200

－

１株当たり配当金（円）

4.00
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■優先株式に係る１株当たり配当金の内訳

円 円 円

（ご参考）

『18年9月期の業績』指標算式

■1株当たり中間（当期）純利益

■潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益

■1株当たり純資産

『19年3月期の業績予想』指標算式

■1株当たり予想当期純利益

※自己株式を除く

普通株式に係る中間（当期）純利益

普通株式の期中平均株式数※

予想当期純利益－予想優先株式配当金総額

普通株式の中間期末発行済株式数※

（中間）期末純資産－（中間）期末発行済優先株式数×発行価額－優先株式配当金総額

普通株式の（中間）期末発行済株式数※

普通株式に係る中間（当期）純利益＋中間（当期）純利益調整額

普通株式の期中平均株式数※＋潜在株式に係る権利の行使を仮定した普通株式増加数

19年3月期(予想)

中間期末 期末 年間合計基準日
第1回優先株式
18年3月期
19年3月期(実績)

－ 12.00 12.00

12.00
－ －
－ 12.00
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９．中間財務諸表等

第97期中(平成18年9月30日現在)中間貸借対照表

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（　資　産　の　部　）

現 金 預 け 金 290,166          5,628,216        

コ ー ル ロ ー ン 5,111            105,240          

買 入 金 銭 債 権 18,466           59,191           

特 定 取 引 資 産 1,198            168,038          

金 銭 の 信 託 15,624           101,844          

有 価 証 券 1,478,988        86               

貸 出 金 4,480,743        57,000           

外 国 為 替 1,566            6                

そ の 他 資 産 32,226           25,783           

有 形 固 定 資 産 118,286          13,199           

無 形 固 定 資 産 3,303            23,306           

繰 延 税 金 資 産 75,969           111,095          

支 払 承 諾 見 返 111,095          6,293,008        

貸 倒 引 当 金 △ 60,164        

投 資 損 失 引 当 金 △ 13,058        85,745           

85,684           

85,684           

51,036           

6                

51,030           

圧 縮 積 立 金 4                

別 途 積 立 金 43,255           

繰 越 利 益 剰 余 金 7,770            

△ 479           

(221,985)         

14,678           

△ 94            

29,944           

(44,527)          

266,513          

資 産 の 部 合 計 6,559,522        6,559,522        

純 資 産 の 部 合 計

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

土 地 再 評 価 差 額 金

（評価・換算差額等合計）

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

（ 株 主 資 本 合 計 ）

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

再評価に係る繰延税金負債

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

（　純  資  産　の　部　）

信 託 勘 定 借

そ の 他 負 債

退 職 給 付 引 当 金

債券貸借取引受入担保金

借 用 金

外 国 為 替

社 債

（　負　債　の　部　）

預 金

譲 渡 性 預 金

コ ー ル マ ネ ー
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中間貸借対照表の注記 

１． 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２． 金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して利

益を得る等の目的（以下「特定取引目的」という。）の取引については、取引の約定時点を基準とし、中間貸借対照

表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上しております。 

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については中間決算日の時価により、先物・

オプション取引等の派生商品については中間決算日において決済したものとみなした額により行っております。 

３． 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法人等株

式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却

原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理してお

ります。 

４． 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価は、

時価法により行っております。 

５． デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。 

６． 有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成 10年 4 月 1 日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）

については定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。なお、主な耐用年数

は次のとおりであります。 

建      物     ３年～６０年 

動      産     ２年～２０年 

７． 無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内

における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

８． 株式交付費及び社債発行費は支出時に全額費用として処理しております。 

９． 外貨建資産・負債は、取得時の為替相場による円換算額を付す子会社株式を除き、中間決算日の為替相場による

円換算額を付しております。 

10． 貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権及びそれ

と同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されて

いる直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上

しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以

下、「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込

額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 

破綻懸念先及び下記 24．の貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、

債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権について

は、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を

貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により引き当てております。また、当該大口債務者のう

ち、将来キャッシュ・フローを合理的に見積もることが困難な債務者に対する債権については、個別的に残存

期間を算定し、その残存期間に対応する今後の一定期間における予想損失額を引き当てております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しており

ます。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産

監査室が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による

回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は       

５４，０３２百万円であります。 

11． 投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券及びゴルフ会員権等の発行会社の財政状態等を勘

案して必要と認められる額を計上しております。 

（注）
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12． 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の

差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

過去勤務債務 その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（３年）による定額法によ

り損益処理 

数理計算上の差異      各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理 

13． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に準じた会計処理によっております。 

14． 金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関

する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 24 号。以下「業種別監査委員会報

告第 24 号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を

相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の残存

期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。 

15． 外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の

会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25 号。以下「業種別

監査委員会報告第25号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、

外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象

である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘ

ッジの有効性を評価しております。 

また、外貨建子会社株式の為替変動リスクをヘッジするため、事前にヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を

特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価以上の直先負債が存在していること等を条件に包括ヘ

ッジとして繰延ヘッジを適用しております。 

16． デリバティブ取引のうち内部部門間の内部取引については、ヘッジ手段として指定している為替スワップ取引等

に対して、業種別監査委員会報告第25号に基づき、恣意性を排除し厳格なヘッジ運営が可能と認められる対外カバ

ー取引の基準に準拠した運営を行っているため、当該為替スワップ取引等から生じる収益及び費用は消去せずに損

益認識又は繰延処理を行っております。 

なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

17． 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

18． 取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額      ９百万円 

19． 関係会社の株式及び出資総額              ５５，４９４百万円 

20． 有形固定資産の減価償却累計額            ７０，７７３百万円 

21． 有形固定資産の圧縮記帳額               ８，４１９百万円 

22． 貸出金のうち、破綻先債権額は８，１７０百万円、延滞債権額は１３６，２２３百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利

息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。

以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第 1項第3号

のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを

目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

23． 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は３２２百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延している貸出金で

破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

24． 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は８５，５２２百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び    

３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 
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25． 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は２３０，２３９百万円で

あります。 

なお、22．から25．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

26． 手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商

業手形及び買入外国為替は、売却又は再担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金

額は６９，５９３百万円であります。 

27． 担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

現金預け金                                     ９６百万円 

有価証券                            ４０７，５０４百万円 

担保資産に対応する債務 

預金                                  ９，０８１百万円 

債券貸借取引受入担保金             １６８，０３８百万円 

有価証券のうち９７，３０９百万円はコールマネーの担保に供しておりますが、当中間期末現在における当該担

保資産に対応する債務はありません。 

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券１３８，８５６百万円

を差し入れております。 

子会社、子法人等の借入金等の担保として差し入れているものはありません。 

また、その他資産のうち保証金は４，１４６百万円であります。 

28． 土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評

価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、こ

れを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 平成10年 3月31日 

同法律第3条第3項に定める再評価の方法     土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公

布政令第119 号）第 2条第 1 号に定める近隣の地価公示

法（昭和44 年公布法律第 49 号）及び同条第 4 号に定め

る地価税法（平成 3 年法律第 69 号）に基づいて、時点

修正等合理的な調整を行って算出 

29． 借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金５０，３００百万

円が含まれております。 

30． 社債５７，０００百万円は、劣後特約付社債であります。 

31． １株当たりの純資産額       ２９０円  ９３銭 

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号平成14年 9月25日）が平

成18年1月31日付で改正され、会社法施行日以後終了する中間会計期間から適用されることになったことに伴い、

当中間期から同適用指針を適用し、１株当たり純資産額は「繰延ヘッジ損益」を含めて算出しております。 

32． 有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。 

満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 中 間 貸 借 対 照 表 時     価 差     額 

 計上額（百万円） （百万円） （百万円） 

その他 25,000 24,688 △ 311 

  外国債券 25,000 24,688 △ 311 

合計 25,000 24,688 △ 311 

子会社・子法人等株式で時価のあるものはありません。 
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その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価 中 間 貸 借 対 照 表 評価差額 

 （百万円） 計上額（百万円） （百万円） 

株式 96,190 133,137 36,946 

債券 954,574 940,771 △ 13,802 

国債 595,926 585,940 △ 9,986 

地方債 48,370 47,344 △ 1,025 

社債 310,276 307,486 △ 2,790 

その他 274,816 276,296 1,483 

外国債券 212,726 210,902 △ 1,820 

その他 62,089 65,393 3,303 

合計 1,325,581 1,350,205 24,628 

上記の評価差額には、複合金融商品の評価差額として損益に計上した評価差額（損）３百万円は含まれてお

りません。 

なお、上記の評価差額から繰延税金負債９，９４９百万円を差し引いた額１４，６７８百万円を、「その他

有価証券評価差額金」に計上しております。 

33． 時価評価されていない有価証券のうち、主なものの内容と中間貸借対照表計上額は、次のとおりであります。 

内容 中間貸借対照表計上額（百万円） 

子会社・子法人等株式  

子会社・子法人等株式及び出資金 55,494 

その他有価証券  

非上場株式 16,344 

非公募事業債 28,189 

その他 3,754 

34． 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契

約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。こ

れらの契約に係る融資未実行残高は、１，３７２，５０６百万円であります。このうち原契約期間が 1 年以内のも

の又は任意の時期に無条件で取消可能なものが１，３６０，６０５百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも

当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、

債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額を

することができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保

を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の

見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

35． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

繰延税金資産 

貸倒引当金損金算入限度額超過額 ３４，０１６ 百万円 

会社分割により交付を受けた子会社株式 ３２，４１１ 

退職給付引当金 ５，４４２ 

減価償却の償却超過額 ２，６８１ 

投資損失引当金 ５，２７５ 

税務上の繰越欠損金 ４６，０３７ 

その他 ９，９３４ 

繰延税金資産小計 １３５，８００ 

評価性引当額 △ ４９，８７８ 

繰延税金資産合計 ８５，９２１ 
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繰延税金負債  

固定資産圧縮積立額 △ ２ 

その他有価証券評価差額金 △ ９，９４９  

繰延税金負債合計 △ ９，９５２ 

繰延税金資産の純額 ７５，９６９ 百万円 

36． 「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号平成17年12月 9日）および「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号平成17年12 月9日）が会

社法施行日以後終了する中間会計期間から適用されることになったこと等から、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵

省令第10号）別紙様式が「無尽業法施行細則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第60号平成18年4月28日）

により改正され、平成18年4月 1日以後開始する事業年度から適用されることになったことに伴い、当中間期から

以下のとおり表示を変更しております。 

(1) 「資本の部」は「純資産の部」とし、株主資本及び評価・換算差額等に区分のうえ表示しております。 

なお、当中間期末における従来の「資本の部」の合計に相当する金額は２６６，６０８百万円でありま

す。 

(2) 「利益剰余金」に内訳表示していた「任意積立金」および「中間未処分利益」は、「その他利益剰余金」

の「圧縮積立金」、「別途積立金」および「繰越利益剰余金」として表示しております。 

(3) 純額で繰延ヘッジ損失として「その他資産」に含めて計上していたヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、

税効果額を控除のうえ評価・換算差額等の「繰延ヘッジ損益」として相殺表示しております。 

(4) 「動産不動産」は、「有形固定資産」、「無形固定資産」または「その他資産」に区分して表示しておりま

す。 

(5) 「その他資産」に含めて表示していたソフトウェアは、「無形固定資産」に含めて表示しております。 
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         第97期中 中間損益計算書

（単位：百万円）

科　　　  　　目 金　　　　　　　　　　　額

82,821           

64,449         

( 52,497         )

( 11,519         )

5              

13,759         

115            

556            

3,934          

59,411           

7,061          

( 1,994          )

6,120          

100            

38,560         

7,567          

23,409           

788              

3,796            

20,401           

50               

8,873            

11,477           

  平成18年 4月 1日から
  平成18年 9月30日まで

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

( う ち 貸 出 金 利 息 )

(うち有価証券利息配当金)

信 託 報 酬

役 務 取 引 等 収 益

特 定 取 引 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

( う ち 預 金 利 息 )

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 純 利 益

- 38 -
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中間損益計算書の注記 

１． 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２． １株当たり中間純利益金額                 １４円  ８９銭 

３． 潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 １２円  ９７銭 

４． 特定取引目的の取引については、取引の約定時点を基準とし、当該取引からの損益を中間損益計算書上「特定

取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。 

特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当中間期中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等については

前期末と当中間期末における評価損益の増減額を、派生商品については前期末と当中間期末におけるみなし決済

からの損益相当額の増減額を加えております。 

５． 「その他経常費用」には、貸出金償却２，８７３百万円、貸倒引当金繰入額１，４６１百万円及び株式等償却       

１，３２０百万円を含んでおります。 

６． 特別損失には、減損損失３，３５６百万円を含んでおります。 

７． 当中間会計期間において、以下の資産について減損損失を計上しております。 

(減損損失を認識した資産又は資産グループ及び種類毎の減損損失額) 

地域 主な用途 種類 
減損損失額 

（百万円） 

福岡県内 遊休資産等 （  １か所） 土地・建物 １８０ 

福岡県内 廃止予定店舗 （１６か所） 土地・建物 １，５５０ 

福岡県外 遊休資産等 （  １か所） 土地・建物 ８０ 

福岡県外 廃止予定店舗 （  ３か所） 土地・建物 １，５４５ 

上記の資産は、継続的な地価の下落等により投資額の回収が見込めなくなったことに伴い、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（３，３５６百万円）として特別損失に計上しております。 

(資産グループの概要及びグルーピングの方法) 

資産の区分 資産グループの概要 グルーピング方法 

遊休資産等 店舗・社宅跡地等 各々が独立した資産としてグルーピング 

廃止予定店舗 廃止が機関決定された店

舗等 

廃止後の用途に応じてグルーピング 

(回収可能価額) 

当中間期の減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味売却価額であり、その算定は、主として「不動産

鑑定評価基準（国土交通省）」に基づく評価額等より処分費用見込額を控除することにより行っております。 

 

 

 

 

 

（注）
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        第97期中 中間株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

圧縮
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

   63,517    63,511    35,605    99,116         -         3    18,338    28,590    46,932     △425   209,142

新株予約権付社債の
転換

   22,227    22,172    22,172    44,400

剰余金の配当(注)2   △3,666   △3,666   △3,666
利益準備金積立額
(注)2

        6       △6         -         -

圧縮積立金積立額
(注)2

        1       △1         -         -

利益処分による圧縮
積立金取崩額(注)2

      △0         0         -         -

圧縮積立金取崩額       △0         0         -         -
別途積立金積立額
(注)2

   24,917  △24,917         -         -

中間純利益    11,477    11,477    11,477

自己株式の取得  △41,222  △41,222

自己株式の処分         0         0         4         4

自己株式の消却  △35,605  △35,605   △5,557   △5,557    41,162         -
土地再評価差額金取
崩額

    1,850     1,850     1,850

株主資本以外の項目
の中間会計期間中の
変動額（純額）

   22,227    22,172  △35,605  △13,432         6         0    24,917  △20,820     4,103      △54    12,843

   85,745    85,684         -    85,684         6         4    43,255     7,770    51,036     △479   221,985

新株予約権付社債の
転換
剰余金の配当(注)2
利益準備金積立額
(注)2
圧縮積立金積立額
(注)2
利益処分による圧縮
積立金取崩額(注)2
圧縮積立金取崩額
別途積立金積立額
(注)2
中間純利益
自己株式の取得
自己株式の処分
自己株式の消却
土地再評価差額金取
崩額
株主資本以外の項目
の中間会計期間中の
変動額（純額）

                             -

  平成18年 4月 1日から
  平成18年 9月30日まで

            △8,159                          4,684

中間会計期間末残高              14,678                △94              29,944              44,527                        266,513

中間会計期間中の変動
額合計

            △6,214                △94             △1,850

                         1,850

            △6,214                △94             △1,850             △8,159                        △8,159

                             4

                             -

                        11,477

                      △41,222

                             -

                             -

                             -

                             -

                       △3,666

直前事業年度末残高

                        44,400

中間会計期間中の変動
額

             31,794              52,687                        261,829

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金 評価・換算
差額等合計

             20,892                   -

純資産合計
評価・換算差額等

中間会計期間中の変動
額

中間会計期間中の変動
額合計

中間会計期間末残高

直前事業年度末残高

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資
本合計資本

準備金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

- 40 -
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中間株主資本等変動計算書の注記 

１． 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２． 平成１８年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

３． 当行の自己株式の種類及び株式数は、次のとおりであります。 

（単位：千株） 

 
前事業年度 

末株式数 

当中間会計期間

増加株式数 

当中間会計期間

減少株式数 

当中間会計期間

末株式数 
摘  要 

自己株式      

普通株式 873 109 9 973 注1 

第１回優先株式 － 35,000 35,000 － 注2 

合計 873 35,109 35,009 973  

注1 普通株式の増加１０９千株は、単元未満株式の買取りによるものであり、減少９千株は、単元未満株式の

買増し請求によるものです。 

注2 第１回優先株式の増加３５，０００千株は、平成 18年 6 月 29 日定時株主総会決議に基づく取得によるも

のであり、減少３５，０００千株は、自己株式の消却によるものです。 

４． 「株主資本等変動計算書に関する会計基準」（企業会計基準第 6号平成17 年 12 月 27 日）および「株主資本等

変動計算書に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第9 号平成17年 12 月 27 日）が会社法施行日

以後終了する中間会計期間から適用されることになったことに伴い、当中間期から同会計基準および適用指針を

適用し、中間株主資本等変動計算書を作成しております。 

 

 

 

 

 

（注）
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（単位：百万円）
平成18年 平成17年 比    較 平成17年度末 比    較
中間期末(Ａ) 中間期末(Ｂ) （Ａ－Ｂ） （要約）(Ｃ) （Ａ－Ｃ）

290,166      322,374      △ 32,208    292,559      △ 2,393     
5,111        10,997       △ 5,886     8,254        △ 3,143     
18,466       20,353       △ 1,887     19,621       △ 1,155     
1,198        1,463        △ 265       1,454        △ 256       
15,624       16,874       △ 1,250     20,000       △ 4,376     
1,478,988    1,361,563    117,425      1,448,868    30,120       
4,480,743    4,448,284    32,459       4,521,496    △ 40,753    
1,566        1,809        △ 243       1,554        12           
32,226       42,383       △ 10,157    28,789       3,437        
－           134,519      △ 134,519   127,375      △ 127,375   

118,286      －           118,286      －           118,286      
3,303        －           3,303        －           3,303        
75,969       86,612       △ 10,643    81,829       △ 5,860     
111,095      116,797      △ 5,702     111,339      △ 244       
△ 60,164    △ 70,620    10,456       △ 68,372    8,208        
△ 13,058    △ 11,741    △ 1,317     △ 12,852    △ 206       
6,559,522    6,481,672    77,850       6,581,918    △ 22,396    

5,628,216    5,736,283    △ 108,067   5,693,248    △ 65,032    
105,240      80,816       24,424       19,621       85,619       
59,191       28,603       30,588       34,351       24,840       
168,038      67,314       100,724      147,251      20,787       
－           －           －           95,100       △ 95,100    

101,844      62,582       39,262       52,635       49,209       
86           95           △ 9         155          △ 69        

57,000       57,000       －           57,000       －           
－           －           －           51,700       △ 51,700    
6            6            △ 0         5            1            

25,783       42,658       △ 16,875    18,960       6,823        
13,199       14,635       △ 1,436     14,149       △ 950       
23,306       24,198       △ 892       24,570       △ 1,264     
111,095      116,797      △ 5,702     111,339      △ 244       
6,293,008    6,230,992    62,016       6,320,089    △ 27,081    

－           59,364       －           63,517       －           
－           94,969       －           99,116       －           
－           59,364       －           63,511       －           
－           35,605       －           35,605       －           
－           36,593       －           46,932       －           
－           18,341       －           18,341       －           
－           18,251       －           28,590       －           

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 －           4,460        －           12,694       －           
－           35,698       －           31,794       －           
－           24,347       －           20,892       －           
－           △ 294       －           △ 425       －           
－           250,680      －           261,829      －           
－           6,481,672    －           6,581,918    －           

85,745       －           －           －           －           
85,684       －           －           －           －           
85,684       －           －           －           －           
51,036       －           －           －           －           
6            －           －           －           －           

51,030       －           －           －           －           
圧 縮 積 立 金 4            －           －           －           －           
別 途 積 立 金 43,255       －           －           －           －           
繰 越 利 益 剰 余 金 7,770        －           －           －           －           

△ 479       －           －           －           －           
(221,985)     －           －           －           －           
14,678       －           －           －           －           
△ 94        －           －           －           －           
29,944       －           －           －           －           
(44,527)      －           －           －           －           
266,513      －           －           －           －           
6,559,522    －           －           －           －           

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

中間（当期）未処分利益

有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産

資 本 準 備 金
そ の 他 資 本 剰 余 金

任 意 積 立 金

再評価に係る繰延税金負債
支 払 承 諾
負 債 の 部 合 計

そ の 他 負 債

科 目

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

土 地 再 評 価 差 額 金
その他有価証券評価差額金

（ 資 本 の 部 ）
資 本 金

自 己 株 式
資 本 の 部 合 計

退 職 給 付 引 当 金

預 金
譲 渡 性 預 金
コ ー ル マ ネ ー

信 託 勘 定 借

債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金

借 用 金
外 国 為 替
社 債

売 渡 手 形

新 株 予 約 権 付 社 債

買 入 金 銭 債 権
特 定 取 引 資 産

（ 負 債 の 部 ）
資 産 の 部 合 計

そ の 他 資 産
動 産 不 動 産

繰 延 税 金 資 産
支 払 承 諾 見 返

比較中間貸借対照表(主要内訳)

貸 倒 引 当 金
投 資 損 失 引 当 金

金 銭 の 信 託
有 価 証 券
貸 出 金
外 国 為 替

（ 資 産 の 部 ）
現 金 預 け 金
コ ー ル ロ ー ン

（ 純 資 産 の 部 ）
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金

自 己 株 式

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金

純 資 産 の 部 合 計
負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

（ 株 主 資 本 合 計 ）

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

（評価・換算差額等合計）
土 地 再 評 価 差 額 金

その他有価証券評価差額金
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（単位：百万円）
平成18年 平成17年 比  較 平成17年度
中間期（Ａ） 中間期（Ｂ） （Ａ－Ｂ） （要 約）

82,821    96,286   △ 13,465 183,689  

64,449    63,809   640       127,263  

( 52,497    ) ( 55,433   ) ( △ 2,936  ) ( 108,920  )

( 11,519    ) ( 8,157    ) ( 3,362     ) ( 17,736   )

5         4        1         9        

13,759    13,668   91        28,055   

115       13       102       60       

556       9,117    △ 8,561  9,583    

3,934     9,673    △ 5,739  18,716   

59,411    83,035   △ 23,624 153,436  

7,061     6,224    837       12,700   

( 1,994     ) ( 1,559    ) ( 435       ) ( 2,791    )

6,120     7,276    △ 1,156  13,670   

100       1,684    △ 1,584  3,891    

38,560    41,015   △ 2,455  80,311   

7,567     26,834   △ 19,267 42,861   

23,409    13,250   10,159    30,253   

788       594      194       2,240    

3,796     4,251    △ 455    8,932    

20,401    9,593    10,808    23,561   

50        76       △ 26     113      

8,873     5,056    3,817     10,753   

11,477    4,460    7,017     12,694   

－        862      －        2,967    

－        12,928   －        12,928   

－        18,251   －        28,590   

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

( う ち 預 金 利 息 )

科 目

比較中間損益計算書(主要内訳)

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

( う ち 貸 出 金 利 息 )

(うち有価証券利息配当金)

信 託 報 酬

役 務 取 引 等 収 益

特 定 取 引 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税引前中間（当期）純利益

利 益 準 備 金 取 崩 額

中間（当期）未処分利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

土地再評価差額金取崩額
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10．リース取引                                                  
 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。 

 

11．有価証券 
 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 

当中間期、前年中間期及び前期とも該当ありません。 




